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令和２年東京都観光客数等実態調査 

 

Ⅰ. 調査概要 
 
１ 調査目的  

 東京都における令和２年（１月～12月の１年間）の観光入込客数(旅行者数)、観光消費額及び

観光の経済波及効果を推計し、観光産業振興に向けた施策を推進するための基礎資料とすること

を目的とする。 

 

２ 調査フロー  
 観光入込客数等の推計においては、「観光入込客統計に関する共通基準 (平成 21年 12月策定、

平成 25年 3月改定・観光庁) 」（以下、「共通基準」という。）を基本として四半期毎に調査を実

施、東京都の観光特性を加味し、推計する。調査のフローは以下のとおりである。 

 

 
 

 

 Ⅱ－１ 観光地点等入込客数調査    
 

 Ⅱ－２ 観光地点パラメータ調査 

 

 Ⅱ－３ 観光入込客数の推計    

 

 Ⅱ－４ 観光消費額の推計    

 

 Ⅱ－５ 経済波及効果の推計    

観光地点等 

観光入込客数（延べ） 

構成比 

（都内･道府県・外国在住者） 

（観光目的・ビジネス目的） 

（宿泊・日帰り） 

１人当たり平均訪問地点数 

（都内在住者、道府県在住者、外国在住者別） 

  観光消費額 

（都内･道府県・外国在住者別） 

観光入込客数（実人数） 

※観光庁提供データを活用 

１人当たり平均消費額 

【別紙】 
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３ 調査内容 
 
 （Ⅱ-１）観光地点等入込客数調査 

 観光地点、行祭事・イベント別観光入込客数（延べ）を算出するために、観光関連施設、イベ

ント実施団体に対し以下の調査を行った。 
 

調査の種類 
①観光関連施設 

 入込客数調査 

②行祭事・イベント  

 入込客数調査 

③宿泊施設 

 宿泊客数調査 

調査対象 

観光関連施設 

 759施設 

 

実施団体   418団体 

イベント数 592件 

（四半期延べ） 

観光庁提供の「宿泊旅

行統計」調査結果を活

用 

調査項目 

・月別入込客数 

・月別外国人入込客数 

・実数値の有無  等 

・行・祭事、イベントの入

込客数 

・外国人入込客数 等 

回収結果 

平均 540施設 

（回収率 71.1%） 

 

 

301団体 

（回収率 72.0%） 

415イベント 

（回収率 70.1%） 

調査方式 
郵送調査（送付：郵送、回収：郵送、ＦＡＸ、E-mail、

Webアンケートを併用、はがき・電話にて督促） 

 

 （Ⅱ-２）観光地点パラメータ調査 
 
 観光入込客数及び観光消費額を推計するためのパラメータを設定するため、観光地点及び島し

ょ地域への出入り口においてアンケートを実施した。 
 

調査の種類 ①観光地点における調査 ②島しょ地域における調査 

調査対象 観光施設への来場者 港、空港の利用者 

実施地点 23区内 
29 地点 

 
多摩地域 
 27地点   

（３地点） 
 竹芝桟橋 
 調布空港 
 八丈島空港 
         

調査項目 ・目的 
・同行人数 
・宿泊の有無、宿泊数 
・訪問観光地点 
 (予定も含む) 
・観光消費額 
・旅行情報の入手先 
・宿泊予約の方法 
・属性 
 (住所、年齢、性別) 

・目的 
・同行人数 
・宿泊の有無、宿泊数 
・訪問観光地点 
 (予定も含む) 
・観光消費額 
・旅行情報の入手先 
・宿泊予約の方法 
・属性 
 (住所、年齢、性別) 

回収結果 14,717 1,112 

調査方式 調査員の聞き取り調査並びに調査票配布による自記式 

調査言語 日本語、英語、ハングル、中国語（繁体字、簡体字） 
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Ⅱ． 調査結果 
 
１ 観光地点等入込客数調査結果 
 

 
※(   )内の割合は、対前年増減率 

 

２ 観光地点パラメータ調査結果 
１人当たり平均訪問地点数 

 
※第１、３、４四半期の平均値 

※(   )内の割合は、対前年差 
         

３ 観光入込客数（実人数）の推計 
 

 
※(   )内の割合は、対前年増減率 

※数字の単位未満は、端数処理してあるので合計の数値と内訳の計が一致しない場合がある。（以下、同様） 

※平成 31年以降の宿泊客数は、観光庁提供データにおける、新たに施設の追加・削除を行った母集団名簿に基づく結果を 

用いて推計 

 

４ 観光消費額の推計 

 

 
※(   )内の割合は、対前年増減率 

※観光消費額とは、東京都を訪れた観光入込客の都内での消費の総額である。 

641,924 (△47.4%)

11,841 (△83.0%)

区 分

観光地点
観光入込客数（延べ）
（千人）

行祭事・イベント
観光入込客数（延べ）
（千人）

合　計

観光目的 3.1 (△0.2) 3.2 (0.1) 3.9 (△0.0)

ビジネス目的 2.1 (△0.2) 2.3 (0.2) 2.9 (△0.8)

観光目的 1.7 (0.0) 1.8 (△0.1) 3.8 (0.1)

ビジネス目的 1.3 (△0.1) 1.2 (△0.4) 2.6 (0.0)
日帰り客（地点/人回）

区　分
内　訳　

都内在住者 道府県在住者 外国在住者

宿泊客（地点/人回）

339,577 (△39.2%) 337,054 (△37.9%) 227,917 (△25.5%) 109,137 (△54.0%) 2,523 (△83.4%)

宿泊客 24,058 (△49.9%) 22,225 (△39.5%) 8,393 (△21.9%) 13,832 (△46.8%) 1,833 (△83.7%)

日帰り客 315,520 (△38.2%) 314,829 (△37.8%) 219,525 (△25.7%) 95,304 (△54.9%) 691 (△82.3%)

観光入込客数
（千人回）

区 分 合　計
内　訳　

日本在住者 外国在住者都内在住者 道府県在住者

2,923,578 (△51.6%) 2,716,809 (△43.1%) 1,376,996 (△26.9%) 1,339,813 (△53.7%) 206,769 (△83.6%)
観光消費額
（百万円）

区 分 合　計

内　訳　

日本在住者 外国在住者都内在住者 道府県在住者
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５ 経済波及効果の推計（今回発表分） 

 

 
※(   )内の割合は、対前年増減率 

 

【各用語の定義・解説】 

経済波及効果 

観光消費による観光関連産業（旅館、飲食店、運輸、商業など）への生産の増加などの直接効果と、その

生産の増加がもたらす都内の産業全体への波及効果の総和。 

本調査では「生産波及効果」「所得効果」「雇用効果」「税収効果」に分類。 

生産波及効果 観光消費によってもたらされる生産額の増加（売上高、出荷額の増加）への寄与をいう。 

所得効果 
観光消費による生産の拡大がもたらす付加価値の増加をいう。付加価値の増加とは、生産の増加によって

もたらされる企業の利潤、雇用者の賃金所得の増加。 

雇用効果 観光消費による生産の拡大によってもたらされた雇用の拡大をいう。 

税収効果 

観光消費により発生する生産波及効果や所得効果の結果として表れた税収への影響。 

生産活動に伴う企業間の取引の増加は間接税の増加を、所得の増加は個人住民税、法人住民税、法人

事業税などの直接税の増加を、所得の増加に伴った消費の拡大は間接税（消費税）の増加をもたらす。 

 

区 分 合　計
内　訳　

都内在住者 道府県在住者 外国在住者

2,618,734 (△53.7%) 406,600 (△83.7%)
（百万円）

生産波及効果
5,727,580 (△51.6%) 2,702,246 (△26.8%)

951,357 (△55.9%) 146,908 (△85.6%)
（百万円）

所得効果
2,060,227 (△55.0%) 961,961 (△31.6%)

215,860 (△52.1%) 39,172 (△83.3%)
（人）

雇用効果
490,534 (△50.4%) 235,502 (△22.5%)

90,885 (△60.5%) 14,562 (△85.7%)
（百万円）

税収効果
202,256 (△58.1%) 96,809 (△35.7%)


